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研究要旨 

 健康日本２１（第二次）の推進を研究者の立場からサポートすることを目的に 10 名の研究者で

研究班を組織し、以下の結果を得た。 

１．健康日本２１（第二次）とアルコール関連健康障害の保健指導の普及に向けて保健医療関係職

種を対象とする研修会を実施した。 

２．電話調査の結果、平成 25年に比べて平成 27年で認知度が有意に上昇したものは「健康寿命」、

「ロコモティブシンドローム」、「１日の望ましい野菜の量＝350g」であった。一方、「慢性閉

塞性肺疾患 COPD」の認知度は有意に低下した。 

３．健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）は全国と多くの都道府県で平成 25年が 22年に

比べて延伸傾向で、都道府県間のバラツキ（標準偏差）も縮小傾向であり、健康日本 21（第二

次）の目標達成に向かっていることが示された。 

４．低学歴の者ほど喫煙率が高かった。受動喫煙曝露と関連する社会的背景（低学歴層のほか、若

年層、男性の協会けんぽ層）が明らかとなった。母親の喫煙と出生体重の減少との関係は低収

入により増強される一方、母親より父親の学歴の影響が強かった。 

５．特定健診等の場で禁煙支援を実施している市町村では健診連続受診者における喫煙率減少割合

が有意に高いことが分かり、都道府県レベルでの禁煙支援事業の効果が示唆された。肥満・生

活習慣病対策を進めている愛知県内の自治体をモデルとして、健康日本２１（第二次）を進め

る要因を検討した。 

６．全国の行政担当者に対するアンケート調査により、食環境整備や身体活動などに関する事業の

実施状況と課題について検討した。 
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Ａ．研究目的 

本研究の目的は、以下の４点に関して「健康

日本２１（第二次）」の推進を研究者の立場から

サポートすることである。第１に健康づくり運

動の具体的な進め方に関する情報・スキルの提

供、第２に PDCAサイクルを重視した事業管理の

体制整備、第３に国民における認知度の向上、

第４に健康格差の現状把握と縮小策の提言であ

る。以上の目的を果たすため、全体研究と個別

研究を実施する。 

３年の研究期間を通じて、全体研究では以下

の２つの事業を行う。第１に健康づくり関連職

種における普及啓発を図ることであり、そのた

めに「健康日本２１（第二次）実践マニュアル」

を作成し、普及のための研修会などを開催する。

さらに全国の先進事例について視察・ヒアリン

グ調査を実施し、その成果をもとに「実践マニ

ュアル・事例集」を改訂する。研究班ウェブサ

イトを開設し、普及啓発を図るとともに全国の

健康づくり職種とのインタラクティブなコミュ

ニケーションの場とする。第２に、国民におけ

る普及啓発を図ることであり、そのために健康

日本２１や健康寿命などに関する国民の認知度

を毎年調査して普及状況をモニタリングする。 

個別研究では、各研究分担者の専門領域で、

①健康日本２１（第二次）での目標や指標に関

する方法論上の検討とデータ解析、②生活習慣

や健康指標における健康格差の現状把握とその

要因に関する検討、③モデル地域での健康づく

り事業の展開とその効果の評価を行う。これら

により、中間評価に向けた提言、さらに健康格

差の縮小に向けた提言を行う。 

 これらの研究成果は「健康日本２１（第二次）

実践マニュアル」や研究班ウェブサイト、研修

会などに反映されるとともに、厚生労働省「健

康日本２１（第二次）推進専門委員会」にも報

告される。これらを通じて、自治体などの健康

づくり関連職種と国民における健康づくり活動

をサポートし、もって「健康日本２１（第二次）」

の目標達成に貢献するものである。 

 

Ｂ．研究方法 

 10 名の研究者と９名の研究分担者で研究班

を構成し、３年間の共同研究を行った。各年度

で２回の研究班会議を開催した。第１回研究班

会議を５月または６月に開催し、当該年度の研

究計画を協議した。その後、各研究者が相互に

連携しつつ研究を進めた。第２回班会議を１月

に開催して研究結果を取りまとめた。なお、２

年目（平成 26年度）と３年目（平成 27年度）

の 10月または 12月に「健康日本２１（第二次）

の推進」に関する実践マニュアル研修会を開催

した。全ての研究結果に関する議論と総括は研

究班員全員により行われた。 

 なお、研究方法の詳細については、各年度の

分担研究報告書を参照されたい。 

 

（倫理面の配慮） 

 すべての研究は「人を対象とする医学系研究

に関する倫理指針」を遵守しており、所属施設

の倫理委員会の承認を受けている。個人情報の

取り扱いなどの方法に関する詳細については、

各年度の分担研究報告を参照されたい。 

 

Ｃ．研究結果 

 研究成果は３年間を通じて積み上げられたも

の（例：１年目＝研究計画の立案、２年目＝調

査の実施または解析準備、３年目＝解析・考察）

であるため、研究分担者ごとに研究結果の概要

を年度を追って示す。なお詳細については、各

年度の総括・分担研究報告書を参照されたい。 

 

１）「健康日本２１（第二次）実践マニュアル」

の推進に関する研修会の開催 

［平成 25年度］ 

 全体研究の一環として、「健康日本２１（第二

次）実践マニュアル」のあり方について議論を

深めた。そのなかで、中村は喫煙対策を例にマ

ニュアルのプロトタイプを提案し、その方向で

来年度にマニュアルを作成することで研究班全

体の合意を得た。中村は、自治体におけるたば

こ対策に関する好事例の収集に着手した。 



［平成 26年度］ 

 「健康日本２１（第二次）実践マニュアル」

の推進に関する研修会を 12 月８日に東京で開

催し、約 200名の参加を得た。参加者の職種は、

保健師・看護師 48.3％、管理栄養士・栄養士

22.4％、医師 3.4％、その他 25.8％であった。

所属は、行政 56.3％、医療保険関係 20.1％、教

育・研究 18.4％、その他 5.2％であった。全体

を通して講演内容は分かりやすかったか、との

質問に対して、「強くそう思う」と「そう思う」

とで約 93％であった。講演内容は今後の活用に

活用できそうか、との質問に対して、「強くそう

思う」と「そう思う」とで約 95％であり、受講

者から高い評価を受けることができた。 

［平成 27年度］ 

 「健康日本２１（第二次）実践マニュアル」

の推進に関する研修会を 10 月９日に東京で開

催し、約 170名の参加を得た。昨年度の研修会

出席者の感想・希望を尊重し、講師の数を絞っ

て質疑応答の時間を増やすとともに、効果的な

推進方策（とくに PDCAサイクルの回し方）と好

事例の紹介を重点的に行うことにより、参加者

が「参考にする・まねる」ことができるような

講演内容とした。参加者の構成は昨年度と同様

であり、また受講者からの評価も高かった。 

 なお、両年度の本研修会で講師が使用したス

ライドは研究班ホームページに掲載されている

ので、参照されたい（http://www.pbhealth. 

med.tohoku.ac.jp/japan21.html）。 

 

２） 健康日本２１（第二次）に関する健康意

識・認知度調査とその推移に関する研究

（辻 一郎） 

［平成 25年度］ 

 厚生労働省「健康日本２１（第二次）」の実施

にあたり、現時点で国民がどれほどの健康意識

を有しているか明らかでない。そこで全国民の

健康日本２１（第二次）に関する健康意識・認

知度を評価することを目的に、Random Digit 

Dialing 法を用いた年齢による層化無作為抽出

により、全国 1,800人を対象とする電話調査を

行った。その結果、「健康日本２１」について「意

味を含めて知っている」および「聞いたことはあ

るがよく知らない」と回答した者の割合は合わせ

て 14.5％であった。さらに、「健康寿命」につい

て「意味を含めて知っている」者の割合は

12.3％であった。一方、健康日本２１に関する

用語について「意味を含めて知っている」者の

割合は、「メタボリックシンドローム」で 77.7％

と高かったのに対して、「慢性閉塞性肺疾患

（COPD）」で 21.1％、「ロコモティブシンドロー

ム」で 10.5％と低いことが示された。 

［平成 26年度］ 

 全国民における健康日本２１（第二次）に関

する健康意識・認知度を評価することを目的に、

Random Digit Dialing（RDD）法を用いて層化無

作為に抽出した全国 1,800 人に対して電話調査

をそれぞれ行った。それにより平成 25年と平成

２6 年との間で健康意識・認知度の推移を検討

した。その結果、「健康寿命」について「意味を

含めて知っている」または「聞いたことはある

がよく知らない」と回答した者の割合は 49.3％

であり、平成 25 年時点の 34.2％と比べて有意

に高かった。さらに、「ロコモティブシンドロー

ム」や「１日の望ましい野菜の量＝350g」につ

いても、それぞれの認知度が 35.8％、50.1％と、

平成 25年と比べて有意に高かった。 

［平成 27年度］ 

 平成 25～27年にかけて、一般集団において厚

生労働省「健康日本２１（第二次）」に関する健

康意識・認知度がどのように推移したか調査し

た。各年とも、Random Digit Dialing法を用い

て、層化無作為に抽出した全国 1,800人に対し

て電話調査を行った。直近の平成 27年調査で認

知度が高かった上位４位の用語は、「メタボリッ

クシンドローム（96.1％）」、「健康寿命（66.2％）」、

「慢性閉塞性肺疾患（42.8％）」および「ロコモ

ティブシンドローム（40.7％）」であった。３年

間の推移では、「健康寿命」と「ロコモティブシ

ンドローム」の認知度は年とともに増加した。

一方、「慢性閉塞性肺疾患」の認知度は年ととも

に低下した。また、「メタボリックシンドローム」



の認知度はいずれの年次も高い水準にあった。 

 

３）健康寿命の指標化に関する研究（橋本修二） 

［平成 25年度］ 

 健康日本２１（第二次）の健康寿命の指標「日

常生活に制限のない期間の平均」について、国

民生活基礎調査の情報利用を前提として、算定

方法（健康の概念規定と測定方法、算定の対象

集団）の課題を検討した。健康状態の概念とし

て、日常生活動作に制限ありと規定する指標は

「日常生活に制限のない期間の平均」と「日常

生活動作が自立している期間の平均」の中間的

な指標と位置づけられ、利用可能性があると考

えられた。健康状態の測定方法として、国民生

活基礎調査における医療施設の入院と介護保険

施設の入所に関する質問の回答情報については、

同調査の方法の面から、現行指標のように算定

に利用しない方が自然であると考えられた。 

 また、健康寿命の都道府県分布において、同

情報の利用による指標値の相対的な大小関係へ

の影響がきわめて小さいと示唆された。算定の

対象集団として、20 大都市を加えるとともに、

その 2010年の「日常生活に制限のない期間の平

均」を算定した。 

［平成 26年度］ 

 健康日本２１（第二次）の健康寿命の指標「日

常生活に制限のない期間の平均」などについて、

基礎的な３課題を検討した。同指標の不健康割

合における関連要因の分析の課題では、国民生

活基礎調査と国民健康・栄養調査のリンクデー

タの解析により、体格や歩行数などが日常生活

の制限ありに関連することを示した。不健康割

合における無回答の分析の課題では、平成 22

年と 25 年の国民生活基礎調査のデータ解析に

より、日常生活の制限の質問への回答なし割合

が年次間で異なること、回答の有無が自覚症状

と通院の状況とあまり関連しないことを示した。 

 自覚症状と通院の状況から推計した調査対象

者全体（回答なし者を含む）の日常生活の制限

あり割合について回答者のそれと比較し、平成

22 年と 25 年の日常生活の制限あり割合は回答

なしによりほとんど影響を受けていないことが

示唆された。また、「健康寿命の算定方法の指針」

の英語訳の課題ではその英語訳を作成し、海外

への情報発信上の重要性が大きいと考えられた。 

［平成 27年度］ 

 健康寿命の３指標について、平成 25年の全国

と都道府県の推定値を算定するとともに、「日常

生活に制限のない期間の平均」について、平成

22年と 25年の全国と都道府県の 95％信頼区間

を推定した。「日常生活に制限のない期間の平均」

は全国と多くの都道府県で平成 25年が 22年に

比べて延伸傾向、「自分が健康であると自覚して

いる期間の平均」と「日常生活動作が自立して

いる期間の平均」もほぼ同様の傾向であった。

これらの傾向は健康日本２１（第二次）の健康

寿命の目標（平均寿命の増加分を上回る健康寿

命の増加）に向かう方向であると考えられた。 

 「日常生活に制限のない期間の平均」は 95％

信頼区間の推定結果から、全国の推定値の精度

が十分に高いこと、および、都道府県の推定値

の解釈には 95％信頼区間の考慮の必要性が大

きいことが示唆された。今後、健康寿命につい

て、全国の年次推移の観察をさらに継続すると

ともに、都道府県格差の変化を評価することが

重要であろう。 

 

４）中間評価に向けたモニタリング手法の開発

に関する研究（横山徹爾） 

［平成 25年度］ 

 健康日本２１（第二次）をはじめとする健

康増進に関する施策への取り組みでは、各種

調査統計や健診その他の情報等に基づき、地

域の現状分析を行って健康問題の特徴を把

握し、優先課題を明確にする必要がある。本

年度の研究では、各種統計資料等から得られ

る膨大な情報を要約して、地方公共団体にお

いて地域の特徴を容易に把握できる分析手

法を提案することを目的とする。都道府県別

の、①平均寿命、②健康寿命、③死因別年齢

調整死亡率、④疾患別入院・外来年齢調整受

療率、⑤特定健診によるリスク因子の年齢調



整割合について、都道府県間の相対的な位置

を意味するＺスコアを算出し図示した。自治

体における健康課題の分析に活用されるこ

とが期待される。 

［平成 26年度］ 

 健康日本２１（第二次）をはじめとする健

康増進に関する施策への取り組みでは、各種

調査統計や健診その他の情報等に基づき、地

域の現状分析と経時的なモニタリングを行

って健康問題の特徴を把握し、健康施策の評

価と優先課題の明確化を行っていく必要が

ある。昨年度の研究では、各種統計資料等か

ら得られる膨大な情報を要約して、地方自治

体等において地域の特徴を容易に把握でき

る分析手法を提案した。今年度は健康増進計

画のモニタリング・評価のための既存の資料

やツール等を整理した。 

［平成 27年度］ 

 健康日本２１（第二次）で上位目標の一つと

している、健康寿命（日常生活に制限のない期

間の平均）の「都道府県格差の縮小」の具体的

な分析・評価方法を、平成 22年と 25年の値を

用いて検討した。都道府県別健康寿命の推定値

には誤差があり、“推定値の分布”をそのまま

用いると都道府県格差を過大評価するおそれが

あるため、誤差の影響を補正した“真の値の分

布”にもとづいて両年次間で比較したところ、

男性では、健康寿命の“真の値の分布”全体が

高い方に移動しており、低順位ほど移動幅が大

きく、都道府県のバラツキ、すなわち分布の横

幅を意味する標準偏差は、平成 22 年の 0.57→

平成 25年の 0.47となり、約 17％縮小がみられ

た。女性では、健康寿命の値の分布は高い方に

移動していたが、低順位では変化はみられず、

標準偏差は、平成 22 年の 0.64→平成 25 年の

0.61 となり、約６％のわずかな縮小だった。 

 これらの標準偏差の誤差を算出する方法はま

だ未検討であるため、今の段階で平成 22 年と

25 年の２点比較で健康寿命の都道府県格差の

変化を評価することは困難であり、時点間での

差の検定方法の開発を含め、引き続き研究を行

っていく必要がある。 

 

５）こころの健康・休養に関する研究 

 （伊藤弘人・山之内芳雄） 

［平成 25年度］ 

 １泊２日人間ドックを受診者した 30～74 歳

の健康調査結果から、うつ評価尺度得点とメタ

ボリックシンドロームや生活習慣等の関連を解

析し、うつ得点が高いほど不健康な食生活や身

体活動量の低下など、健康的ではない生活習慣

と関連することが分かった。平成 22年国民生活

基礎調査と平成 23 年患者調査を用いて都道府

県のパターンを分析し、国民の約８％がこころ

の状態に関する尺度得点が高くない一方、うつ

や神経症での受診率が２％と低く、どこにも相

談ができないものが４％存在することが分かっ

た。うつは、メタボリックシンドロームの危険

因子となる可能性が示唆された。 

［平成 26年度］ 

 休養・こころの健康は、健康に不可欠な要素

であり、健康日本２１（第二次）においても６

つの目標が設定されている。一般的な生活習慣

病等の健康対策の場面ではこれらの目標の適切

な活用が望まれる。本研究では、これら目標と、

WHO が示す精神保健サービスの組織化の概念、

わが国の精神保健サービスの現状の関係を明ら

かにし、保健対策における指標活用について考

察した。 

 また、休養の目標である睡眠による休息充足

と、睡眠時間、その性・年齢・都道府県の分布

の関係を検討した。都市部の男女の壮年層にお

いて、睡眠時間の確保に対する対策が必要だと

考えられた。 

［平成 27年度］ 

 特定健診の受診者を対象に睡眠や精神健康、

働き方などを測定する質問紙調査を行った。都

内のある健診機関で特定健診を受け、研究参加

に同意が得られた 797人を対象に解析を行った

ところ、特定健診に含まれている「睡眠で休養

が十分とれている」かどうかを確認する項目の

回答は睡眠障害やこころの健康、ワーク・エン



ゲージメントやワーカホリズムを一定程度反映

すること、さらに血圧・血糖・腹囲の異常と睡

眠障害が関連する可能性があることが示唆され

た。今後、特定保健指導に短時間の睡眠指導を

組み合わせることの実施可能性・有用性や、企

業から睡眠衛生の向上をはかっていく具体的な

方策を検討していく価値があると考えられる。 

 

６）次世代の健康に関する目標項目の評価法の

開発に関する研究（山縣然太朗） 

［平成 25年度］ 

 21 世紀出生児縦断調査のデータを用いて検

討を行った結果、社会経済的状況を表す世帯年

収が、喫煙状況や母乳育児率、就業状況と関連

しており、特に、低収入が高い喫煙率と関連し

ていることが明らかとなった。母親の喫煙状況

により層化し、世帯年収と出生体重の関連を検

討したところ、母親が喫煙していない場合には、

世帯年収と出生体重には負の相関が観察され、

一方、母親が喫煙している場合には、有意差は

ないものの、世帯年収と出生体重の間に正の相

関が存在する可能性を示唆した。このことは、

出生体重に関して、社会経済的状況と母親の喫

煙に関して交互作用が存在することを示唆して

おり、喫煙の影響が、低収入により増強される

可能性が推測された。 

［平成 26年度］ 

 子どもの健康格差を検討するうえで、出生コ

ホート研究は重要である。一般的に、出生コホ

ート研究においては、選択バイアスを最小化す

るために、追跡率をできるだけ高く保つことが

重要である。本研究においては、厚生労働省に

よる大規模出生コホート研究である、21世紀出

生児縦断調査のデータを用いて、社会経済的状

況や、親の生活習慣など、調査継続に関する要

因を縦断的に検討した。その結果、調査参加継

続、また身体データの収集継続の両者で、第２

子以降、多胎児、低出生体重児、７月生まれ児、

母親の喫煙、母乳育児なし、低収入など、ほぼ

同様の因子が調査脱落に関与していることが明

らかになった。 

［平成 27年度］ 

 平成 13（2001）年と平成 22（2010）年に出生

した児を対象とした 21 世紀出生児縦断調査の

データにおいて、父親の教育年数が長くなるに

つれて、母親の喫煙が出生体重に与える影響が

小さくなる傾向を認めた。これらの結果は、高

い社会経済的状況が、母親の喫煙という周産期

予後についてのリスクファクターの影響を減弱

していることを示唆しており、特に、父親の学

歴が社会経済的因子として、強く影響している

ことを示唆した。 

 

７）肥満・メタボリックシンドローム対策に関

する研究（津下一代） 

［平成 25年度］ 

 健康指標見える化ソフトの改訂：都道府県、

市町村が各地域の健康指標を容易に可視化でき

るよう、「e-stat、ナショナルデータベース（NDB）

を活用した健康指標の見える化ソフト」の改訂

を行った。昨年度作成した特定健診 NDBデータ

の都道府県別分析のほか、愛知県市町村版、全

国の市町村の人口推移、死亡の状況のグラフ化

を行った。 

 肥満・メタボリックシンドローム対策につい

ての検討：東海市において、食環境と運動環境

の整備を含めた健康づくり事業を推進、評価を

行った。蒲郡市を対象に、メタボリックシンド

ロームの課題を自治体担当者とともに分析、全

庁的な学習会、啓発や肥満対策の事業を立ち上

げた。 

［平成 26年度］ 

 e-stat、NDB を活用した「健康指標見える化

ソフト」の改訂：都道府県等が各地域の健康指

標を容易に可視化できるよう、e-stat、ナショ

ナルデータベース（NDB）を活用した「健康指標

見える化ソフト」の改訂を行った。今年度は処

理速度の向上等を図った。 

 市町村の生活習慣病対策推進支援：蒲郡市に

おいて「健康化政策全庁的推進プロジェクト」

を組織し、ワーキングで企画した各グループで

の健康づくり活動を推進、市民１万人をまき込



んだ事業「体重測定 100日チャレンジ」を実施

した。北名古屋市において、KDB システムを活

用した事業評価、分析をした。保健事業参加者

の医療費分析によりその効果を確認した。 

［平成 27年度］ 

 特定保健指導の有効性検証：特定保健指導に

関する文献をシステマティック・レビュー及び

メタアナリシスを実施し、各指標に及ぼす効果

について検討した。 

 市町村の生活習慣病対策推進支援と評価：蒲

郡市において、ポピュレーションアプローチに

軸を置いた対策とその評価を実施した。東海市

において、地域資源を活用した地域・職域の健

康づくりを目指す取り組みを実施した。 

e-stat、NDB を活用した「健康指標見える化ソ

フト」の改訂：データヘルス計画や保健事業の

推進にあたり、各企業や自治体等で集団の特徴

を把握し易くするために、オリジナルデータの

取り込み機能を改訂した。 

 

８）栄養・食生活の目標のモニタリング及び食

環境整備に関する研究（武見ゆかり） 

［平成 25年度］ 

 健康日本２１（第二次）の栄養・食生活の目

標のうち、「主食・主菜・副菜を組み合せた食事

が２回以上の者の割合の増加」という目標の妥

当性について、食品群別摂取量や栄養素等摂取

量との関連から検討することを目的として、平

成 23年埼玉県民健康・栄養調査の不連続２日間

の食事記録データを再解析した。その結果、主

食・主菜・副菜のそろう食事が「２回以上」の

者は、それ以下の者に比べ、全体に食物摂取、

栄養素摂取状況が良好であることが示された。

逆に「１回未満」の者は、主食中心の食事で、

男性ではアルコール飲料が多く、女性では菓子

類が多く、さらには、たんぱく質の不足のリス

クが高い者が存在するなど、適切な栄養素摂取

の面から問題を有することが明らかになった。 

 以上より、健康日本２１（第二次）で提示さ

れた「主食・主菜・副菜を組み合せた食事が１

日２回以上の日がほぼ毎日の者の増加」という

目標は、健康寿命延伸に向けて、日本人がバラ

ンスの良い食物摂取を実現する行動目標として

妥当と考えられた。 

［平成 26年度］ 

 WEB上に公開されている 47都道府県の健康増

進計画を閲覧し、以下の結果を得た。 

 「主食・主菜・副菜を組み合せた食事」に関

連した目標設定をしている都道府県は、47都道

府県のうち 26件であり、うち 16件は、組み合

わせた食事が「１日２回以上の日がほぼ毎日の

者の増加」と国と全く同じ目標であった。これ

らの現状値の把握と目標設定に用いられたデー

タは、すべて国と同様に質問紙調査による住民

の自己申告であり、県民・健康栄養調査の食事

記録を用いた定量的な分析を行って目標を設定

している県はなかった。今後は、「適切な量と質

の食事」の指標について、県民健康・栄養調査

を活用した定量的な検討を進めることが必要と

考える。 

 食環境に関する項目を設定している県は、47

のうち 45道府県であった。そのうち、飲食店に

おける健康メニューの提供などの取組みを目標

にあげていたのは 38件であり、そのほとんどが

店舗数を目標値としていた。また、適切な栄養

管理を実施する給食施設の増加を目標にあげて

いたのは 22件であった。平成 26年秋に、国が

「日本人の健康長寿のための『健康な食事』の

あり方検討会」報告をまとめ、その中で、「健康

な食事」の食事パターンの基準と、それを国民

にわかりやすく示すためのマークを決定した。

このことが、今後の自治体の飲食店や食品企業

を巻き込んだ食環境整備にどのように影響する

かは今後の課題である。 

［平成 27年度］ 

 地方自治体の行政栄養士が食環境整備事業の

課題や「健康な食事」の基準等の影響をどのよ

うに考えているかを把握し、今後の課題を検討

した。全国 359保健所に勤務する 599名の行政

栄養士を対象に、無記名の質問紙調査を郵送法

で平成 27年３月～４月に実施し、以下の結果を

得た。 



 食環境整備事業は８割以上の保健所で実施さ

れているものの、８～９割の行政栄養士が「順

調に進んでいない」と感じていた。順調に進ん

でいない理由として「店舗数の未増加」があり、

その要因は「飲食店へのインセンティブ不足」

「普及啓発不足」「事業の実施体制の未整備」な

どであった。 

 行政の事業として食環境整備を「非常に重要」

または「少し重要」と考えている者は８割を超

えていたが、やりがいについては「どちらとも

いえない」43.7％、「あまり又はまったくやりが

いがない」11.1％であり、とくに都道府県，政

令市等でその割合が高かった。 

 食環境整備事業の事業評価としては、登録店

数をモニタリングする以外にほとんど行われて

いないという課題が示された。今後は、ポピュ

レーションアプローチの評価枠組として提案さ

れ国内外で活用が始まっている RE-AIM モデル

などの理論的枠組を用いた評価を、地域の大学

や研究機関と協同して行っていく必要がある。 

 

９）身体活動分野の推進に関する研究 

 （宮地元彦） 

［平成 25年度］ 

 Facebook ページを通じた身体活動基準 2013

とアクティブガイドの普及・啓発の取り組みの

可能性を検討することを目的として、「健康づく

りのための身体活動基準 2013・アクティブガイ

ド」の Facebookページを開設した。インサイト

機能を用いて、「いいね！」数やリーチ数の推移

とその関連要因を検討した。その結果、「いい

ね！」数は 2月 13日時点で累計 1,754であった。

「いいね！」が増えるきっかけとして、策定メ

ンバーによる講演とその際の Facebook ページ

の紹介が挙げられる。新聞やテレビといったマ

スコミに基準・アクティブガイドが取り上げら

れると、記事の投稿に対する閲覧数の指標であ

るリーチ数が増える。 

［平成 26年度］ 

 健康日本２１（第二次）における身体活動・

運動分野に関連した自治体の取り組みのうち、

筆者が策定や取り組みを支援もしくは関係した

事例の一部を報告する。 

 長野県民にとって親しみのある方言である

「ずく」という言葉がもつ「面倒なことを敢え

てすること」や「まめに動くこと」といったニ

ュアンスが、日常生活の中での活動量を増やす、

という趣旨と合致することから、「ずく」を活用

した長野県独自の身体活動・運動ガイドライン

を策定した。東京都では、都民自らが大都市で

の生活や就労を通して負担感のない生活習慣の

改善を実践するためのキャンペーンを、関係団

体と連携し推進している。そのキャンペーンの

普及啓発のためのキャラクターとして、「ケンコ

ウデスカマン」を考案し、このうち身体活動・

運動の普及・啓発のための取り組みとして、池

袋駅階段広告事業を実施した。 

 地域における歩数計の携帯と歩数記録の奨励

による介入が、歩数を１日あたり 1,000歩増加

させ得るか否かを検討するために、住民に対す

る地域介入事業を実施した。平成 24 年度と 25

年度の２年間にわたり、PDCAサイクルに基づい

た事業を実施し、２年目には市民の 9％に相当

する 7,250名の参加を得て、効果をあげた。 

［平成 27年度］ 

 身体活動に関する国の政策を監査するための

ツール（Health Enhancing Physical Activity - 

Policy Audit Tool; HEPA-PAT）日本語版を用い

て、47都道府県の健康増進部門における身体活

動の政策と行動計画の策定および実施状況につ

いて明らかにすることを目的とした。47都道府

県の保健行政担当部門にあて、依頼文と HEPA- 

PAT日本語版を郵送し、HEPA-PATへの記入なら

びに返送を依頼した。返送された HEPA-PATの各

質問項目の取組状況の記述統計をまとめた。

HETA-PAT による評価項目は以下の通り。１．行

動計画の策定状況、２．部門・組織間の連携状

況、３．身体活動に関する目標策定状況、４．

科学的根拠の利用状況、５．事業や活動の実施

状況、６．行動計画策定前後の身体活動状況評

価、７．行動計画策定前後の環境状況評価、８．

身体活動促進を管轄する部門・組織の状況、９．



キャンペーン実施状況、10．専門家の支援状況。 

 2016 年１月末現在での提出状況は 44 都道府

県、提出割合は 93.6％であった。残りの３府県

に関しては、現在も督促を継続しており、悉皆

での調査結果の回収を目指す。10の評価項目の

うち、実施ありと回答した都道府県の割合は

13.6〜100％であり、施策ごとに取組みの割合が

大きく異なった。 

 

10）アルコール関連健康障害の保健指導と介入

に関する研究（樋口 進） 

［平成 25年度］ 

 健康日本２１（第二次）の飲酒分野における

目標である「生活習慣病のリスクを上げる飲酒

者をベースライン値より 15％低下させる」を達

成するための対策として、飲酒量低減を目的に

した短時間のカウンセリングである簡易介入ツ

ールの開発を行った。それをもとに、実際に飲

酒量低減に対応している、あるいは今後対応す

る人材育成のための研修会を実施した。 

 簡易介入ツールに関する feedback を研修会

参加者から得た。また、研修会参加者にツール

を実際に使用していただき、対象者の背景や実

施経過等に関するケースレポートを後で送付い

ただき、上記 feedbackと合わせて、ツールの更

なる改良または新たな開発に使用する。 

［平成 26年度］ 

 健康日本２１（第二次）の飲酒分野における

３つの目標のうち「生活習慣病のリスクを上げ

る飲酒者をベースライン値より 15％低下させ

る」という目標を達成するための対策として、

保健・医療分野では、簡易介入（brief inter- 

vention, BI）の広範な施行が重要視されている。 

 人材育成を主眼に置き、上記簡易介入の１日

研修を、平成 26年 8月 8 日、および平成 26年

11 月 21 日の２回実施した。１回目の研修には

医師８名を含む 43名が受講した。２回目の研修

には、医師５名を含む 21名が受講した。今年度

の研修では、昨年度と異なり、他の研究班で作

成した簡易介入の新しいツールを使用した。ま

た、研修参加者からのフィードバックも資料と

してまとめた。 

［平成 27年度］ 

 ３年間にわたり、主に保健医療従事者を対象

にして、簡易介入に関する人材育成を行ってき

た。今年度は、平成 27 年７月 27 日と同年 12

月 18日の２回にわたり、約 100名に対して研修

を行った。参加者からのフィードバックも好評

であり、実施の意義は十分にあったと考えられ

る。研修の意義の大きさを鑑み、今後は久里浜

医療センターの研修の一つとして継続したいと

考えている。 

 もう一つの課題であるわが国発のエビデンス

については、新たな法である「アルコール健康

障害対策基本法」の基本計画に盛り込まれてお

り、法施行の中でこれらの研究の加速が期待さ

れる。 

 

11）自治体におけるたばこ対策の推進に関する

研究（中村正和） 

［平成 25年度］ 

 自治体におけるたばこ対策の実践マニュアル

を作成し政策提言を行うことを目的に、これま

での研究成果や知見等を整理して、自治体が実

施可能で効果的なたばこ対策の内容とその推進

方策を検討した。この検討を踏まえて、受動喫

煙対策と禁煙支援・治療に重点を置いて自治体

向けの実践マニュアルの構成内容案を作成した。

次に、自治体のたばこ対策の好事例の収集を開

始し、これまでに岐阜県多治見市の総合的なた

ばこ対策、大阪府摂津市と大阪府守口市での健

診の場における禁煙支援の取り組みを把握した。

今後、引き続き好事例の収集を行うとともに、

その成果を実践マニュアルに反映する。 

 健康格差の是正の観点から喫煙状況の社会経

済状況別の実態を把握することを目的に、国民

生活基礎調査および国民健康調査のリンケージ

研究から、低学歴（高卒未満）の者では４人に

１人、高学歴（大学卒）の者では６人に１人が

家庭もしくは職場でほぼ毎日受動喫煙に暴露さ

れているということがわかった。さらに男性は

主に職場で受動喫煙に暴露され、女性は職場と



家庭で受動喫煙に暴露されていること、学歴に

よって格差があることがわかった。健康格差の

観点から社会経済状況別の受動喫煙暴露のモニ

タリングとその対策が必要と考えられる。 

［平成 26年度］ 

 自治体のほか、職域や保険者によるたばこ対

策の事例収集を行い、地域の３事例と職域の２

事例を好事例として選定した。好事例収集の基

準は、取り組み内容の一般化が可能であり、か

つ効果評価が実施され、取り組みの成果が顕著

と考えられるものとした。５つの好事例の内容

は、健診の場における禁煙支援の実施により、

従来の取り組みに比べて禁煙率が３倍に増加し

た大阪府摂津市の事例、約 10年に及ぶ地域ぐる

みの総合的なたばこ対策の実施により、全国に

比べて全年齢で喫煙率が低下した岐阜県多治見

市の事例、条例による受動喫煙対策を推進した

神奈川県と兵庫県の事例、健保や産業医と連携

した組織的な取り組みにより、喫煙率が低下し

た古河電気工業株式会社千葉事業所と SCSK 株

式会社の事例である。 

 日本における年齢階級・学歴・医療保険別の

受動喫煙格差の実態を明らかにするため、2010

年の国民生活基礎調査および国民健康栄養調査

をリンケージ（地域・世帯番号・性別・年齢を

使用してマッチング）した個票データを用いて

分析を行った。その結果、日本において男女と

もに非喫煙者の約４人に１人が家庭もしくは職

場においてほとんど毎日受動喫煙に曝露されて

おり、学歴などの社会的背景（低学歴層のほか、

若年層、男性の協会けんぽ層）に応じて受動喫

煙の格差があることがわかった。 

［平成 27年度］ 

 大阪府においては、平成 22年度から府内市町

村に対して特定健診等の場における禁煙支援の

推進を図るため、大阪府の事業として位置づけ、

その実施状況をモニタリングするとともに、指

導者向けのマニュアルや教材を整備して指導者

研修を継続的に実施した。その結果、集団特定

健診当日の喫煙者全員に短時間禁煙支援を実施

する市町村の割合は、平成 21年から 25年度に

かけて 17.9％から 46.9％と、2.6 倍増加した。

一部の喫煙者への禁煙支援の実施を含めると、

同期間に 1.3倍増加し、平成 25年度には府内の

７割にあたる市町村で短時間禁煙支援が実施さ

れていた。その効果として、平成 23～24年なら

びに平成 25～26年において、集団特定健診当日

の禁煙支援が未実施の市町村に比べて、全員ま

たは一部の喫煙者に実施している市町村では、

健診連続受診者における喫煙率減少割合が有意

に高く、都道府県レベルでの禁煙支援事業の効

果が示唆された。 

 これまで日本では学歴別の喫煙率を調査した

研究はほとんどなかった。そこで、国民生活基

礎調査データを用いて、性年齢階級別に学歴別

の喫煙率を計算した。25～34歳男性では中卒の

学歴の者で 68.4％(95％信頼区間：66.0-70.6)

と最も高い現在喫煙の割合を認めた一方、大学

院卒の学歴の者で現在喫煙の割合は最も低く 

19.4％(17.2-21.9)であった。25～34 歳の女性

では、中卒の学歴の者で 49.3％(46.3-52.3)と

最も高い現在喫煙の割合を認めた一方、大学院

卒の学歴の者で現在喫煙の割合は最も低く 

4.8％(2.9-7.4)であった。本研究は日本人成人

における喫煙の学歴格差に関する基礎資料とな

る。 

 

Ｄ．考 察 

 本研究事業では、全体研究と個別研究により、

以下の５点について調査研究を行った。 

１．マニュアル作成と研修会などを通じた健康

づくり関連職種における普及啓発 

２．認知度調査を含む、国民における普及啓発 

３．健康日本２１（第二次）での目標や指標に

関する方法論上の検討とデータ解析 

４．生活習慣や健康指標における格差の現状把

握と要因解明 

５．モデル地域での健康づくり事業の展開とそ

の評価 

 この５項目のそれぞれについて、３年間の達

成状況を検討したい。 

 第１項「マニュアル作成と研修会などを通じ



た健康づくり関連職種における普及啓発」では、

各分担研究者の協力により研修会を実施したと

ころ、多くの参加者から高い評価を受けた。マ

ニュアルや研修会資料は研究班ホームページに

公開されており、多くのアクセスがあった。さ

らに、研究班ホームページには、(1) 特定健診

データを用いたグラフ簡易作成システム、(2) 

自治体等でのたばこ対策の推進に役立つファク

トシートや調査票等の資料、(3) 地方自治体に

おける生活習慣病関連の健康課題把握のための

参考データ・ツール集などを掲載しており、健

康づくり関連職種により活用されている。樋口

は、アルコール関連健康障害の保健指導と介入

に関する研修会を主に保健医療従事者を対象に

実施して、簡易介入に関する人材育成に努めた。

参加者からのフィードバックも好評であり、実

施の意義は十分にあったと考えられる。 

 このように本研究班は、健康日本２１（第二

次）の推進に向けて健康づくり関連職種に対す

る情報提供を積極的に行うことができた。 

 第２項「認知度調査を含む、国民における普

及啓発」では、平成 25年に比べて平成 27年で

認知度が有意に上昇したものは「健康寿命」、「ロ

コモティブシンドローム」、「１日の望ましい野

菜の量＝300g」であった。一方、「１日の望まし

い野菜の量＝300g」については、そのことをラ

ベルに明示した野菜ジュースの販売による影響

が考えられる。一方、「慢性閉塞性肺疾患 COPD」

の認知度は有意に低下した。それらの理由につ

いて、今後さらに検討を深めて、今後の広報戦

略を練る必要がある。 

 第３項「健康日本２１（第二次）での目標や

指標に関する方法論上の検討とデータ解析」で

は、橋本が平成 22 年と 25 年の健康寿命の推移

を算定し、横山が健康寿命の都道府県の縮小に

関する分析・評価方法を検討した。その結果、

(1) 健康寿命（日常生活に制限のない期間の平

均）は全国と多くの都道府県で平成 25 年が 22

年に比べて延伸する傾向が見られ、その傾向は

健康日本２１（第二次）の目標（平均寿命の増

加分を上回る健康寿命の増加）に向かう方向で

あること、(2) 健康寿命の真の値をめぐる都道

府県間のバラツキ（標準偏差）は、平成 22年と

平成 25 年との間で、男性で約 17％縮小、女性

で約６％縮小し、健康日本２１（第二次）の目

標（健康寿命の都道府県格差の縮小）に向かう

方向であることが示された。これらの研究成果

は、平成 27年 12月 24日に開催された厚生労働

省「健康日本２１（第二次）推進専門委員会」

に報告された。 

 第４項「生活習慣や健康指標における格差の

現状把握と要因解明」では、山縣は母子保健に

ついて、中村は喫煙習慣について、世帯年収や

学歴、医療保険別の比較を実施し、それらにお

ける格差の実態を解明した。これらは、21世紀

出生児縦断調査、国民生活基礎調査や国民健康

栄養調査などの二次利用により得られた知見で

ある。今後は、さらに格差の実態を解明すると

ともに、その要因を検討することが必要と思わ

れる。 

第５項「モデル地域での健康づくり事業の展

開とその評価」では、津下が愛知県内２市にお

いて肥満等の生活習慣病対策の推進方策を、環

境面・保健事業面で検討した。中村は特定健診

等の場で禁煙支援を実施している市町村では、

健診連続受診者における喫煙率減少割合が有意

に高いことを報告し、都道府県レベルでの禁煙

支援事業の効果を示唆した。山之内は特定健診

の場を活用した睡眠・こころの健康の状況把握

の可能性を検討した。これらの取り組みは研究

班会議において報告議論され、さらに「健康日

本２１（第二次）に関する実践マニュアル」に

も反映されている。 

 以上のように、本研究課題は当初の計画通り

順調に進捗し、所期の成果とともに予定されて

いた３年間の研究事業を終えることとなった。

本研究事業の研究分担者は、わが国の健康づく

りの最先端に立つ者ばかりであり、研究と実践

では豊富な経験を有している。今後もそれぞれ

の立場において、健康日本２１（第二次）の推

進に貢献する所存である。 

 



Ｅ．結 論 

 健康日本２１（第二次）の推進を研究者の立

場からサポートすることを目的に 10 名の研究

者で研究班を組織し、以下の結果を得た。 

１．健康日本２１（第二次）とアルコール関連

健康障害の保健指導の普及に向けて保健医

療関係職種を対象とする研修会を実施した。 

２．電話調査の結果、平成 25 年に比べて平成

27年で認知度が有意に上昇したものは「健

康寿命」、「ロコモティブシンドローム」、「１

日の望ましい野菜の量＝350g」であった。

一方、「慢性閉塞性肺疾患 COPD」の認知度

は有意に低下した。 

３．健康寿命（日常生活に制限のない期間の平

均）は全国と多くの都道府県で平成 25年が

22年に比べて延伸傾向で、都道府県間のバ

ラツキ（標準偏差）も縮小傾向であり、健

康日本２１（第二次）の目標達成に向かっ

ていることが示された。 

４．低学歴の者ほど喫煙率が高かった。受動喫

煙曝露と関連する社会的背景（低学歴層の

ほか、若年層、男性の協会けんぽ層）が明

らかとなった。母親の喫煙と出生体重の減

少との関係は低収入により増強される一方、

母親より父親の学歴の影響が強かった。 

５．特定健診等の場で禁煙支援を実施している

市町村では健診連続受診者における喫煙率

減少割合が有意に高いことが分かり、都道

府県レベルでの禁煙支援事業の効果が示唆

された。肥満・生活習慣病対策を進めてい

る愛知県内の自治体をモデルとして、健康

日本２１（第二次）を進める要因を検討し

た。 

６．全国の行政担当者に対するアンケート調査

により、食環境整備や身体活動などに関す

る事業の実施状況と課題について検討した。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  なし 
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